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別紙４  

農産物検査の検査結果等報告マニュアル  

 

第１ 検査結果報告書の作成 

 地域登録検査機関は、自らが実施した農産物検査について、法第 20 条第３項及び

規則第 20 条の規定に基づき、農産物検査法施行規則の規定に基づき農林水産大臣の

定める様式及び農林水産大臣の定める期日を定める件（平成 13 年３月 22 日農林水 

産省告示第 445 号。以下「報告規程」という。）に定める様式に従い、検査結果報告

書を知事が提供する MicrosoftExcel ファイル又はこれと同形式のＣＳＶファイルに

より、月ごとに別ファイルで作成する。 

 

第２ 検査結果報告書の提出 

地域登録検査機関は、第１の報告書を報告規程に定める期日までに、あらかじめ知

事に報告しているアドレスから知事が指定するアドレスに、電子メールを送信するこ

とにより（電子メールを使用できない場合は、ＣＤ－Ｒ等の返却不要な記録媒体の郵

送により）知事に報告する。 

ただし、報告の期日が熊本県の休日を定める条例（平成元年熊本県条例第 10 号）

第１条第１項各号に掲げる日に当たるときは、その日の翌日をもってその期日とす

る。 

なお、報告の期日については、農産物の種類や検査を行った時期によって、様々な

期日が設定されているが、報告もれを防ぐなどの目的で、毎月の検査結果を翌月に報

告しても構わない。 

また、やむを得ない状況により期日までに報告できない場合は、その旨をあらかじ

め知事に報告するものとする。 

 

第３ 報告書の取りまとめ等 

知事は、地域登録検査機関から受理をした報告について、基本要領に掲げる様式に

取りまとめ、同通知に掲げる期日までに電子メールにより地方農政局長に報告する。 

ただし、報告期日が行政機関の休日に関する法律（昭和 63 年法律第 91 号）第１条

第１項各号に掲げる日に当たるときは、その日の翌日をもってその期日とする。 

なお、やむを得ない状況により期日までに報告できない場合は、その旨をあらかじ

め地方農政局長に報告する。 

 

第４ 検査結果の公表 

１ 公表時期 

知事は、取りまとめた検査結果について、公表の必要があると認める場合は、農林

水産省農産局長が公表した後に、ホームページへの掲載等により公表を行うことがで

きる。 

この場合、知事は、地方農政局長から登録検査機関であって農産物検査を行う区域



が複数の区域である登録検査機関（以下「広域登録検査機関」という。）の検査結果

の提供を受け、地域登録検査機関と広域登録検査機関の検査結果を合算したものとす

る。 

 

２ 公表内容 

検査結果の公表内容は、次に掲げるものとする。 

（１）国内産米穀の検査結果 

（２）国内産麦類の検査結果 

（３）国内産大豆の検査結果 

（４）知事が公表の必要があると認める検査結果 


